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【地方独立行政法人明石市立市民病院 中期計画 新旧比較表】 

第２期中期目標 第２期中期計画 第３期中期目標 第３期中期計画 

前文 

地方独立行政法人明石市立市民

病院は、平成２３年１０月１日の

法人設立以降、「患者中心の安全で

高度な医療を提供し、市民の生命

と健康を守り、市民からの信頼に

応える」という変わらぬ基本理念

のもと、市民のための病院として

地域医療を支え守り続けている。 

 第１期中期目標期間において、

地域医療支援病院の承認を受け、

地域の中核病院として地域医療へ

の貢献、救急体制の強化を図るな

ど、市民に対して提供する医療機

能の充実や質の向上について一定

の役割を果たしてきた。 

しかしながら、医療を取り巻く

環境が厳しいなか、業務運営の効

率化に向けた取組に遅れが生じ、

結果として安定した経営基盤の確

立に至っていないなど経営面での

課題が残っている。 

団塊の世代がすべて 75 歳以上

となる 2025 年に向けて、高度急性

期から在宅医療・介護までの一連

のサービス提供体制を一体的に確

保する地域包括ケアシステムの構

築が急がれるなか、地域の実情を

踏まえた病床機能の再編が喫緊の

課題となっている。 

このような社会情勢のなか、市

前文 

平成２３年１０月１日、明石市立

市民病院は地方独立行政法人とし

て新たなスタートを切り、第１期中

期計画期間において、市民病院の基

本理念に基づき、救急診療体制の強

化をはじめ、地域医療支援病院の承

認、電子カルテの導入、地域包括ケ

ア病棟の設置など、地域医療機関と

の連携と役割分担のもとで取り組

んできた医療機能や質の向上につ

いては、一定の成果を上げてきまし

た。 

一方で、独立した法人としての機

動性や柔軟性を活かして取り組む

べき構造改革は道半ばであり、取り

組みの遅れを真摯に反省しつつ、さ

らに改革を進めなければなりませ

ん。 

 

団塊の世代がすべて後期高齢者

となる超高齢社会が到来する２０

２５年に向けて、国は「社会保障と

税の一体改革」の流れのなかで、「医

療介護総合確保推進法」に基づく地

域包括ケアシステムの構築により

地域医療改革を進めようとしてい

ます。病院は、この一大改革に立ち

向かう覚悟とともに、自らの方向性

を自らの分析に基づきしっかりと

形成することが必要です。 

前文 

地方独立行政法人明石市立市民

病院は、「患者中心の安全で高度な

医療を提供し、市民の生命と健康

を守り、市民からの信頼に応える」

という基本理念のもと、市民のた

めの病院として地域医療を支え守

り続けている。 

第１期（平成２３年１０月１日

～平成２８年３月３１日）及び第

２期（平成２８年４月１日～平成

３１年３月３１日）中期目標期間

においては、多くの課題に直面し

ながらも、地方独立行政法人の特

長である迅速な意思決定による自

律的かつ弾力的な経営環境のも

と、理事長以下役員、職員が着実

に改革を推進し、診療体制を立て

直し財務の改善を図るなど、病院

の再建を果たしてきたところであ

る。 

一方、医療を取り巻く情勢にお

いては、医療と介護の一体改革の

流れのなかで、国が示す地域医療

構想のもと、超高齢社会における

自治体病院のあり方が問われてい

る。地域の実情を踏まえた病床機

能の再編が進められるなかで、市

民病院は「市民のための病院」と

して、これまで以上に地域の多様

なニーズを踏まえ、市民に寄り添

前文 

明石市立市民病院は、喫緊の課

題が山積し厳しい経営を余儀なく

されていた平成２３年１０月１

日、〝地方独立行政法人〟に経営

形態を変更し、自治体病院として

の再生を果たすため不退転の決意

をもって改革の一歩を踏み出しま

した。 

 

第１期（平成２３年１０月１日

～平成２８年３月３１日）におい

ては崩壊の危機にあった診療体制

を再生し、第２期（平成２８年４

月１日～平成３１年３月３１日）

では急性期医療を中心に回復期機

能にも一定の軸足を置いた診療の

充実を図るなど、常に地域医療へ

の貢献を考え市民のための市民病

院として求められる役割を果たし

てきたところです。 

 

現在、医療と介護の一体改革の

流れのなかで地域医療のしくみが

大きく変わろうとしています。国

が示す地域医療構想により医療圏

域における病床機能の再整備が進

められており、当院は地域密着型

の自治体病院として、回復期から

慢性期（在宅医療）までの地域医

療をどのように支援していくかが
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民のための病院として、引き続き

高度な総合的医療の提供や医療の

質の向上に努めるとともに、地域

医療支援病院として地域包括ケア

システムにおいて医療面の中核を

担うなど、市民病院として果たす

べき役割を積極的に推進すること

を求める。 

また、その役割を将来にわたっ

て持続可能とするために、職員が

一丸となって、構造改革の推進や

安定した経営基盤の確立を実現す

ることが不可欠である。 

患者や市民、地域の医療機関か

ら信頼される病院として、社会状

況の変化に合わせて環境に適時対

応できる迅速性、柔軟性のある経

営のもと、全力で地域医療を支え

守り続けることを強く期待して、

第２期の中期目標を定める。 

 

地域医療構想を踏まえた診療体

制の構築が求められるなか、第２期

中期計画では、第１期の成果を礎と

して、反省を糧として、より安全で

安心な医療の提供と患者サービス

の向上、そして安定した経営基盤の

確立に努め、地域から一層信頼され

る病院を目指すものです。厳しい医

療環境のなかにあっても、市民病院

は地域医療の中核を担う病院とし

て、地域医療機関との連携のもと、

超高齢社会への進展に伴う医療需

要の変化に柔軟に対応しながら質

の高い医療を提供し、地域包括ケア

システムの構築にあっては、医療分

野での中核的な役割を発揮すると

ともに、円滑な運営に寄与すること

が求められていると認識していま

す。 

 

市民病院は、さらなる医療の質の

向上はもとより、引き続き構造改革

を推進し、安定した経営基盤の確立

をもって市民の生命と健康を守り

続けるため、ここに第 2期の中期計

画を定めます。 

った医療機能の提供が求められて

いる。 

折しも市は、平成３０年４月１

日の中核市への移行により、県と

市の健康・保健の業務を一元化し

たあかし保健所を開設し、こども

から高齢者まで、誰もが安心でき

るくらしの基盤として、迅速で質

の高い保健衛生サービスの提供を

行っている。あかし保健所と市民

病院は、共に地域医療の充実のた

め、今後は連携をさらに密にして

いく必要がある。 

団塊の世代が７５歳以上となる

２０２５年に向け、今後、地域に

おける医療提供体制の再整備が加

速していくなか、市民病院には、

医療介護一体改革の本質をしっか

り捉え、地域に根ざした自治体病

院として、関係機関への医療にお

ける支援を、さらに推進すること

を期待する。 

 市民病院には、これまでの業

務改善の成果を活かしながら、地

域医療を支え、守り続けていくこ

とにより、患者や市民、地域の医

療機関からさらに信頼される病院

となることを強く求め、ここに第

３期の中期目標を定める。 

問われています。これからの超高

齢社会において自治体病院の果た

すべき役割は、より重要度を増し

てくるものであり、また、当院に

地域から寄せられる期待に応えら

れるよう、医療機能のさらなる充

実を図っていかねばなりません。 

 

一方、経営面では、独法化前の

巨額の赤字を出していた状況から

脱し、第１期の終わりからは安定

した黒字経営へと大きく改善して

きています。 

第３期は、老朽化が進む施設の

建て替えを見据えた病院のあり

方、将来像を検討する時期となり、

中長期的な投資計画の必要性から

も、安定した収益を持続する経営

努力が不可欠であると認識してい

ます。 

 

市民病院は、理事長をはじめ役

員並びに職員が不断の努力をもっ

て推し進めてきた改革の成果を礎

とし、さらなる医療の質の向上と

経営基盤の確立に取り組みます。 

そして、市民の生命と健康を守

るという使命のもと、〝医療の明

日へ〟これからも歩み続けます。 

 

第１ 中期目標の期間 

中期目標の期間は、平成２８年

４月１日から平成３１年３月３１

日までの３年間とする。 

第１ 中期計画の期間 

 中期計画の期間は、平成２８年

４月１日から平成３１年３月３１

日までの３年間とします。 

第１ 中期目標の期間 

 中期目標の期間は、２０１９年

４月１日から２０２３年３月３１

日までの４年間とする。 

第１ 中期計画の期間 

 中期計画の期間は、２０１９年

４月１日から２０２３年３月３

１日までの４年間とします。 



3 

第２ 市民に対して提供するサー

ビスその他の業務の質の向上に

関する事項 

 

１ 市民病院の果たすべき役割の

明確化 

 

(1) 医療機能の明確化 

急性期医療を提供する地域の

中核病院として、地域のニーズ等

に沿った医療機能の充実や施設

の整備、医療従事者の確保・育成

等に寄与すること。また、地域に

おける効率的な医療提供体制を

構築するために、適正な病床数の

配置を検討すること。 

第２ 市民に対して提供するサー

ビスその他業務の質の向上に関

する目標を達成するためとるべ

き措置 

１ 市民病院の果たすべき役割の

明確化 

 

(1)  医療機能の明確化 

市民病院は、市民のための高度

な総合医療を提供します。 

総合病院として多くの診療科を

有し、一般病院では受け入れが困

難な複合的疾患をもつ患者にも対

応します。 

また、入院や手術を中心とした

急性期医療を安定して提供すると

ともに、必要な患者に対する在宅

復帰へ向けた十分な退院調整を行

うほか、在宅療養後方支援病院と

して在宅患者の急変時におけるバ

ックアップ体制を他の医療機関と

連携し構築します。 

地域医療構想に基づく病床規模

及び医療機能のあり方について、

東播磨圏域の構想の実態を踏まえ

て十分な準備を進めます。 

 

第２ 市民に対して提供するサー

ビスその他の業務の質の向上に

関する事項 

 

１ 市民病院としての役割の明確

化 

 

(1) 医療機能の明確化 

高齢化がさらに進展するなか

で、必要な医療従事者の確保や

医療機器の整備等を行い、地域

の医療需要や新たな医療課題に

対応すること。 

第２ 市民に対して提供するサ

ービスその他業務の質の向上に

関する目標を達成するためとる

べき措置 

１ 市民病院としての役割の明

確化 

 

(1) 医療機能の明確化 

市民病院は、地域の医療需要や

課題を鑑み、医療機能の強化・充

実を図り、市民のための高度な総

合的医療を提供します。 

総合病院として多くの診療科

を有し、一般病院では受入が困難

な複合的疾患をもつ患者にも対

応します。 

急性期医療を中心に、回復期に

おいても疾患や病状に応じた医

療サービスを提供します。 

患者が退院した後も、必要に応

じて他の医療機関と連携し、在宅

療養後方支援病院として在宅患

者の急変時におけるバックアッ

プを行う他、病院併設の訪問看護

ステーションを活用するなど、入

院から在宅まで切れ目のない診

療および支援に取り組みます。 

 

(2) 地域包括ケアシステムのなか

での役割の明確化 

団塊の世代が 75 歳を迎える

2025 年に向けて、医療・介護サ

ービスの総合的な充実を図るた

め、公的な医療機関として地域包

(2) 地域包括ケアシステムのなか

での役割の明確化 

地域包括ケアシステムのなかで

在宅における医療と介護が一体的

に提供できるよう、市や医師会、

介護事業者と連携しながら、地域

(2) 地域包括ケアシステムにおけ

る機能の強化 

市が医療・介護サービスの総

合的な充実を図るうえで、市民

病院は、地域包括ケアシステム

における中心的な役割を担う体

(2) 地域包括ケアシステムにお

ける機能の強化 

地域医療支援病院として、地

域包括ケアシステムのなかで在

宅における医療と介護が一体的

に提供できるよう、市や医師会、



4 

括ケアシステムにおける中核的

な役割や位置付けを明確にする

こと。 

 

医療支援病院としての役割をさら

に一段高めます。 

具体的には、急性増悪時の在宅

患者をすみやかに受け入れ、在宅

に戻すサブアキュート機能を発揮

するほか、市の在宅医療・介護連

携推進事業にも積極的に協力し、

公的医療機関としての役割を果た

すべき部門についてはその使命を

果たしつつ、明石市における地域

包括ケアシステム体制の構築に寄

与していきます。 

 

【目標値】 

・地域包括ケア病棟稼働率 

 

制を整え、積極的な対応を行う

こと。 

介護事業者等との一層の連携強

化に努めます。 

具体的には、急性増悪時の在

宅患者をすみやかに受け入れ、

在宅に戻すサブアキュート機能

を発揮する他、市の在宅医療・

介護連携事業にも積極的に協力

します。また、これまで地域の

ケアマネジャーを対象に行って

きた研修事業も継続して取り組

みます。 

高齢者を中心とした地域包括

ケアの推進に留まらず、明石市

が推進する全ての世代を包含す

る地域共生社会の実現に向け

て、在宅重度障害者（児）のレ

スパイト入院の受入を行うな

ど、地域包括ケアシステムにお

ける中心的な役割を果たしま

す。 

平成３０年度に病院敷地内に

開設した訪問看護ステーション

を活用し、訪問看護とリハビリ

テーションの連携したサービス

のもと、患者が退院した後も住

み慣れた地域で安心して生活で

きるようサポートに取り組みま

す。また、地域の訪問看護ステ

ーションと連携・協働し、地域

全体の在宅介護、医療の質の向

上を図ります。 

さらに、インクルージョンの

推進に向けて、医療的ケアが必

要な児童の普通学校通学のため
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の訪問看護師の学校への派遣な

どを進めていきます。 

 

(3) 災害等緊急時への対応 

 

市が中核市への移行に向けて

検討を進めているなか、大規模災

害の医療や感染症対策など医療

拠点としての役割を認識し、市及

び地域の医療、保健、福祉等に係

る諸機関と連携・協力して、迅速

かつ的確に対応できる体制を構

築すること。 

 

(3)  災害等緊急時への対応 

 

災害時において、市や地域医療

機関と連携しながら市民の安全確

保に率先して取り組むなど、「災害

対応病院」としての役割を果たし

ます。そのために、平時から、対

応マニュアルの整備や災害医療に

関する研修、医療救護を想定した

訓練等を実施します。 

また、新型インフルエンザなど

の既存の感染症に加え、新興感染

症の発生時においても、診療体制

を確保するとともに、先導的かつ

中核的な役割を担います。 

 

(3) 災害及び重大な感染症発生時

への対応 

大規模災害や新型インフルエ

ンザ等の重大な感染症の発生な

ど、健康危機の事象発生に備え、

あかし保健所をはじめとする市

の関係機関と連携、協力のもと、

迅速に対応できる体制を整備す

ること。 

(3) 災害及び重大な感染症発生

時への対応 

  大規模災害や感染症の流行な

どの健康危機の事象発生に備

え、あかし保健所をはじめとす

る市の関係機関と共同で研修、

訓練を実施するなど連携を強化

します。有事の際は協力して迅

速に対応できるよう、体制整備

に努めます。 

災害発生時においては、市や

地域医療機関と連携しながら市

民の安全確保に率先して取り組

むなど、「災害対応病院」として

の役割を果たすとともに、災害

に備えて事業継続計画（ＢＣＰ）

を策定し、適宜見直しを行いな

がら、適切に対応します。 

また、新型インフルエンザや

既存の感染症、新興感染症の発

生時においても診療体制を確保

するとともに、先導的かつ中核

的な役割を担います。 

 

２ 高度な総合的医療の推進 

 

(1) 急性期医療の総合的な提供 

多くの診療科を有する総合病

院として、入院や手術を中心とし

た急性期医療を提供するととも

に、複合疾患や患者ケアに総合的

２ 高度な総合的医療の推進 

 

(1) 急性期医療の総合的な提供 

 幅広い診療科が、総合的かつ安

定した急性期医療を提供します。 

・内科系（内科、循環器内科、

心療内科・精神科、消化器内

２ 高度な総合的医療の推進 

 

(1) 急性期医療を中心とした総合

的な医療の提供 

多くの診療科を有する総合

病院として、急性期医療の提供

を推進するとともに、複合疾患

２ 高度な総合的医療の推進 

 

(1) 急性期医療を中心とした総

合的な医療の提供 

幅広い診療科が、総合的かつ安

定した急性期医療を提供します。

各診療科の体制の充実を図り、高
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に対応する体制づくりを推進す

ること。 

がんや脳血管疾患、心疾患、消

化器系疾患のほか、高齢化の進展

に伴い増大する整形外科系、呼吸

器系等の疾患に対応できるよう

機能の強化を図ること。 

また、その他地域で必要な医療

の提供体制の充実に努めること。 

 

科、小児科） 

・外科系（外科、整形外科、脳

神経外科、皮膚科、泌尿器科、

産婦人科、眼科、麻酔科） 

・その他（救急総合診療科、放

射線科） 

各診療科の体制の維持、充実を

図るとともに、耳鼻咽喉科医や呼

吸器内科医を確保し、各診療科が

高度な総合性の発揮という使命

のもと整合性をもって連携しま

す。 

を有する患者等に対応した医

療を提供すること。 

国等の動向を見極めながら、

公立病院として、医療機能の充

実や強化を図り地域で不足す

る機能を補完するなど、市民等

にとって必要な医療を提供す

ること。 

 

度な総合性の発揮という使命の

もと整合性をもって連携します。 

内科系診療科においては、総合

内科を中心とした専門診療科の

連携を更に強化することで、積極

的に患者の受入を行います。外科

系診療科においては、悪性疾患の

みならず良性疾患に対しても腹

腔鏡等を用いた低侵襲治療に積

極的に取り組みます。また、近隣

他病院の診療状況を踏まえつつ、

特徴的な専門診療や手術への取

組を引き続き推進します。 

市民病院として地域において

不足する機能の補完を図るべく、

医療政策の動向や、地域の状況を

見極めながら、急性期だけではな

く、急性期後においても診療の充

実を図り、入院から在宅までの包

括的な支援に取り組みます。 

具体的には、回復期リハビリテ

ーション病棟、地域包括ケア病

棟、訪問看護ステーションのさら

なる活用を図り、急性期を脱した

後、安心して退院後の生活に移行

できるよう、必要に応じて多職種

が連携して支援を行います。ま

た、患者の状態にあわせてそれぞ

れの病棟および訪問看護ステー

ションが持つ特性を活かし、急性

期から回復期、在宅に至るまで、

病態に合った医療の提供に取り

組みます。 
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【目標値】 

・急性期機能病棟稼働率 

・地域包括ケア病棟稼働率 

・回復期リハビリテーション病棟

稼働率 

・訪問看護ステーション訪問回数 

 

(2) 救急医療の推進 

二次救急診療や一次救急の後

方支援、地域の小児医療の要とし

て小児救急の充実など、地域の基

幹病院として救急医療のさらな

る充実と受入強化を図り応需率

を高めること。 

 

(2) 救急医療の推進 

院内各科の密接な連携により、

救急患者の受入要請にできる限

り断ることなく最大限応えてい

きます。医療スタッフのスキルア

ップなど救急受入体制の充実を

図り、緊急かつ重篤な患者を一層

受け入れるほか、小児救急につい

ては、地域医療機関からの救急要

請に応える時間外の小児二次救

急体制の充実等さらなる積極的

な対応に努めます。 

また、救急隊との症例検討会の

開催により、市消防本部等とのさ

らなる連携強化を図ります。 

 

【目標値】 

・救急車搬送患者数 

・お断り率 

 

(2) 救急医療の推進 

二次救急診療や一次救急の

後方支援、地域の小児医療の要

として小児救急の充実など、地

域の基幹病院として救急医療

の充実を図ること。 

(2) 救急医療の推進 

地域の救急医療を守るため、

医療機関や救急隊からの救急患

者の受入要請にできる限り断る

ことなく、最大限応えていきま

す。 

第２期中期計画期間中に整え

た救急診療体制の維持に努め、

市民病院として他病院では受入

が困難な緊急かつ重篤な患者に

対応します。また、比較的軽症

な患者に対しては、夜間休日応

急診療所やかかりつけ医と連

携・協力のもと対応を行います。

軽症患者に対しても、市民病院

として、夜間休日応急診療所や

在宅当番医、地域のかかりつけ

医等の一次救急を担う医療機関

のバックアップを行う等、支援

に努めます。 

小児救急については、地域医

療機関からの救急要請に応える

時間外の小児二次救急体制の維

持・充実に努め、積極的な対応

を行います。 

また、救急隊との症例検討会

を開催するなど、近隣地域の消
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防本部等とのさらなる連携強化

を図ります。 

 

【目標値】 

 ・救急車搬送患者数 

 ・お断り率 

 

(3）予防医療及び市と連携した政

策医療 

市民の健康増進を図るため、市

の保健・福祉行政と連携して、各

種健康診断の実施やハイリスク

小児の予防接種への対応、社会問

題となっている認知症の初期鑑

別診断などの社会的要請に応え

ていくこと。 

 

 

(3) 予防医療及び市と連携した

政策医療 

一般的な健康診断のほか、地域

の小児科の中核病院として乳児

健診や小児の予防接種を実施す

るなど、市民の健康増進への貢献

に努めます。 

また、認知症対応にかかる県登

録の専門医療機関として、かかり

つけ医からの紹介に基づく初期

鑑別診断を、より積極的に行いま

す。 

市との協働による障害者福祉

施策の推進や中核市移行に伴う

保健業務に関連する職員派遣の

検討など、市との連携を一層進め

ます。 

(3) 市と連携した政策医療の充実 

あかし保健所をはじめ市の

関係機関と連携して、市民の健

康増進を図り、各種健康診断や

認知症の初期鑑別診断などの

社会的要請に応えていくこと。

市が２０２０年度に病院敷地

内に整備する障害者等歯科診

療所について、後方支援など医

療連携に努めること。 

(3) 市と連携した政策医療の充

実 

一般的な健康診断や特定健

診、地域の小児科の中核病院と

して乳児健診や小児の予防接種

を実施するなど、市民の健康増

進及び疾病予防への貢献に努め

ます。 

認知症患者について、市の認

知症支援の取組に対し、市民病

院では認知症初期鑑別診断を継

続して実施します。 

また、市が２０２０年度に病

院敷地内に整備を予定している

障害者等歯科診療所について、

必要に応じて診療面において協

力するとともに、敷地内に歯科

診療所がある環境を活かし、医

科歯科連携の充実を図ります。 

 

３  利用者本位の医療サービスの

提供 

 

(1) 医療における信頼と納得の実

現 

患者やその家族等の病院利用

者に対し、市民病院の役割・機

３ 利用者本位の医療サービスの

提供 

 

(1) 医療における信頼と納得の

実現 

「入退院支援センター」で入院

から退院まで患者をサポートし、

３  利用者本位の医療サービスの

提供 

 

(1) 医療における信頼と納得の実

現 

患者の権利を尊重し、医療相

談等の実施により、信頼と納得

３  利用者本位の医療サービス

の提供 

 

(1) 医療における信頼と納得の

実現 

  患者中心の安心・安全な医療

を実現するため、インフォーム
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能について、わかりやすく説明

し、有意義な情報を提供するこ

と。 

インフォームド・コンセント

を徹底するなど患者からの信頼

と納得が得られる医療の提供に

努めること。 

 

 

病院生活に関する不安を少しで

も解消していただくなど、医療ス

タッフは、患者やその家族の目線

に立った対応で信頼関係の構築

に努めます。 

また、インフォームド・コンセ

ントについて、看護師さらには必

要に応じて医療ソーシャルワー

カーが同席し、医師とのやりとり

をフォローして患者や家族の不

安を軽減しつつ実施するなど、十

分な納得が得られるよう対応し

ます。 

が得られる医療サービスの提供

を図ること。 

患者中心の医療を実践するた

め、患者自身が自分に合った治

療を選択できるよう、インフォ

ームド・コンセントを徹底する

こと。 

ド・コンセントの標準化、入退

院支援センターの継続運用に取

り組みます。 

インフォームド・コンセント

について、看護師の他、必要に

応じて認定看護師や医療ソーシ

ャルワーカー（ＭＳＷ）が同席

し、疾患や治療方法について十

分な理解が得られた上で、医療

者と患者が協力して治療に取り

組めるよう対応します。 

また、入退院支援センターを

機能的に運用し、入院への不安

を軽減し、安心して入院生活が

送れるよう支援します。退院に

際して支援が必要な患者に対

し、同意を得た上で、退院後速

やかに自宅での生活あるいは療

養に移行できるよう、入院前か

らＭＳＷや退院支援看護師が必

要な支援を検討し、サポートし

ます。 

 

(2) 利用者本位のサービスの推進 

市民や患者等のニーズを的確

に把握し、受療環境や患者等の

利便性の向上など、利用者本位

の医療サービスに向けて改善を

続けること。 

 

(2) 利用者本位のサービスの推進 

患者アンケートやご意見箱に

寄せられた意見、さらには診療業

務改善・サービス向上委員会で職

員から提起される課題点等から

患者や来院者のニーズを把握し、

必要な改善策を講じます。 

また、より快適な受療環境を提

供するため、施設の利便性の向上

や、病室や診察室におけるプライ

バシーの確保への配慮など、適切

(2) 利用者本位のサービスの向上 

市民や患者のニーズを的確に

把握し、受療環境等の継続的な

改善など利用者本位のサービス

のさらなる向上を図ること。 

(2) 利用者本位のサービスの向上 

患者アンケートなどの各種調

査、ご意見箱に寄せられた意見、

さらには診療業務改善・サービ

ス向上委員会で職員から提起さ

れる課題点等から患者や来院者

のニーズを把握し、必要な改善

策を講じます。 

また、より快適な受療環境を

提供するため、施設の利便性の

向上や、病室や診察室における
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な施設の管理、環境の保全に取り

組みます。 

診察や検査等の待ち時間につ

いても、年一回以上の実態調査を

実施し、現状と課題を把握し、必

要に応じた改善を図ります。 

また、院内ボランティアと連携

し、受付サポートの一層の充実に

努めます。 

 

プライバシーの確保への配慮な

ど、適切な施設の管理、環境の

保全に引き続き取り組みます。 

院内ボランティアと連携し、

受付サポートの一層の充実に努

めます。外国人患者の受診に対

し、必要に応じて英語、中国語

の対応可能な職員が診察へ同行

する他、聴覚障害を持つ患者に

対しては市と連携して手話通訳

の派遣を受けるなど、安心して

受診できるよう支援を行いま

す。 

 

４  地域とともに推進する医療の

提供 

 

(1) 地域医療支援病院としての役

割の推進 

地域の医療機関の後方支援を

行うとともに、協働して地域の

医療を担う体制を整備し、地域

医療支援病院としての役割を積

極的に果たすこと。 

 

 

４ 地域とともに推進する医療の

提供 

 

(1)  地域医療支援病院としての

役割の推進 

市医師会役員との病院運営協

議会や関連医師会推薦の医師と

の地域連携推進委員会などを通

じて、医師会との連携をより一層

強化します。 

地域医療支援病院として、登録

医との連携のもと開放病床の有

効活用を図るほか、地域の医療機

関との顔の見える連携を一層深

め、かかりつけ医の後方支援や病

病連携、病診連携を積極的に推進

します。また、オープンカンファ

レンスや研修会等の充実を図り、

地域の医療従事者の育成にも寄

与します。 

４  地域とともに推進する医療の

提供 

 

(1) 地域医療支援病院としての役

割の強化 

地域の医療機関との連携強化

に努め、協働して地域医療のさ

らなる充実に取り組むこと。医

療機器や病床の共同利用のほ

か、地域の医療従事者への研修

など地域医療支援病院としての

役割を積極的に果たすこと。 

４  地域とともに推進する医療

の提供 

 

(1) 地域医療支援病院としての

役割の強化 

市医師会役員との病院運営協

議会や関連医師会推薦の医師と

の地域連携推進委員会を継続

し、地域の医療機関とのさらな

る連携の強化に努めます。また、

地域医療機関からの紹介患者が

スムーズに受診できるよう、診

療予約などでは今まで以上に遺

漏なく迅速に対応できるよう体

制を整えるとともに、当日急患

の紹介にも可能な限り対応しま

す。 

退院時においては、必要に応

じて、在宅療養後方支援病院と

しての登録を行い、在宅医療を
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【目標値】 

・ 紹介率、逆紹介率 

・ オープンカンファレンス開催回

数、参加者数 

 

 

 

 

 

担う医療機関の後方支援の充実

に努めます。 

さらに、施設、設備の共同利

用に加え、オープンカンファレ

ンスや研修を実施し、病病連携、

病診連携に加えて地域の医療従

事者の育成を図ります。 

  【目標値】 

 ・紹介率・逆紹介率 

 ・オープンカンファレンス開催

回数、参加者数 

 

(2) 地域の医療・介護等との連携

の推進 

利用者の視点に立った切れ目

のない医療及び介護の提供体制

を構築するため、医療機関や介

護事業者等の多職種が連携して

取り組める体制づくりに貢献す

ること。 

 

(2) 地域の医療・介護等との連携

の推進 

ア 地域包括ケアシステムに

おいて当院が公立病院とし

て機能していくために、院内

システムとして、医療介護連

携課と「入退院支援センタ

ー」が有機的に連携する患者

中心の診療体制を円滑に運

営します。 

イ 医療ソーシャルワーカー

が要となって、在宅療養・介

護に関わる専門職やかかり

つけ医までを包括したネッ

トワークを再構築して、集患

を図ります。市等と連携し、

地域の医療機関やケアマネ

ージャーなど介護関係者が

参画する会議を開催し、在宅

医療・介護連携の課題抽出と

対応協議を行います。 

ウ 医療・介護関係者に対する

(2)  （※削除 第１の１の(2)

に集約） 

 

(2)  （※削除 第１の１の(2)

に集約） 
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情報共有ツール等の導入支

援、介護職種を対象に医療関

連をテーマにした研修会の

開催等を行います。 

エ かかりつけ医と連携して

栄養指導に取り組むなど、管

理栄養士が地域で顔の見え

る活動を展開し、栄養管理を

通じた地域連携の推進を図

ります。 

 

(3) 地域社会や地域の諸団体との

交流 

市民や関係団体に公開講座や

イベントを通じて急性期医療か

ら在宅医療・介護に関する知識

の普及・啓発を行うこと。 

また、市民等が医療及び介護

のあり方に関心を持ち、疾病予

防や介護予防にも積極的に取り

組んでいけるような機会づくり

を担うこと。 

 

(3) 地域社会や地域の諸団体と

の交流 

市民や各種関係団体を対象と

した健康講座２１や生活習慣病

（糖尿病）予防教室、母親学級、

疾患別セミナーなど総合病院の

特性を活かした知識の普及、啓発

に引き続き取り組みます。 

また、市と連携した保健医療情

報の発信及び予防普及啓発に取

り組みます。 

(2) 地域社会や地域の諸団体との

交流 

地域社会や関係団体等を対象

に、医療や介護、健康づくり等

に関して、積極的な情報提供や

講座等を行うなど、地域との交

流を通じて、地域医療に貢献す

ること。 

 

(2) 地域社会や地域の諸団体と

の交流 

当院の診療および取組内容の

広報の他にも、市民や各種関係

団体を対象とした健康講座２１

や糖尿病教室など、総合病院の

特性を活かし、健康に関する知

識の普及、啓発や、市と連携し

た保健医療情報の発信及び普及

啓発に引き続き取り組みます。 

また、市が社会福祉協議会に

委託して運営している地域総合

支援センターで実施しているま

ちなかゾーン協議会における

「いきいき教室」への講師派遣

などを通じて市民の健康づくり

にも貢献します。 

さらに、２０１９年に明石市

にて開催が予定されているＢ-

１グランプリ全国大会等の市内

で開催される行事、イベントに

救護担当として職員を派遣する

など、医療機関としての特徴を
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生かした地域貢献に取り組みま

す。 

 

５  総合力による医療の提供 

 

(1) チーム医療と院内連携の推進 

医療に携わる全職員が、部門

や職種を超えた良好なコミュニ

ケーションのもと、各職種が協

働してチーム医療を推進し、患

者に対して最善の医療を提供す

ること。 

 

５ 総合力による医療の提供 

 

(1) チーム医療と院内連携の推

進 

ア 日常の診療において、患者

に対して医師や看護師、コメ

ディカルなど多職種が、それ

ぞれの専門領域の視点から

密にコミュニケーションを

とり、連携して最善の治療や

ケアを行います。 

イ 感染制御や栄養サポート、

褥瘡対策など、テーマごとに

エキスパートをはじめ多職

種が連携する医療チームを

編成し、専門サービスを提供

します。 

ウ 入院から退院までの切れ

目のない患者支援体制「入退

院支援センター」を、院内連

携により円滑に運営します。

予約センター、紹介カウンタ

ー、入院サポートセンター、

医療ソーシャルワーカー等

が一連の流れに沿って位置

付けられ有機的に連携しま

す。そして、関係職員による

定期的なミーティングを行

い、連携面、運営面等の課題

点を抽出して解決を図りま

す。 

５  総合力による医療の提供 

 

(1) チーム医療と院内連携の推進 

患者に対して最良の医療を提

供するため、すべての職員が診

療科や職種をこえて連携し、良

好なコミュニケーションのも

と、専門性を生かした質の高い

チーム医療を推進すること。 

５  総合力による医療の提供 

 

(1) チーム医療と院内連携の推

進 

個々の患者の状態や必要なケ

アに対応するため、医師や看護

師、その他コメディカル、さら

には事務職なども含め、多職種

が診療科や職種を超えて連携

し、それぞれの専門領域の視点

から密にコミュニケーションを

とり、最善の治療やケアを行い

ます。 

委員会やチーム活動において

も多職種が連携して活動するな

ど、それぞれの専門性を発揮し

てより質の高いチーム医療を推

進します。 
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【目標値】 

・ 入退院支援ミーティング回数 

(2) 情報の一元化と共有 

ＤＰＣ（診断群分類別包括評

価）による診療情報や病床管理

情報など、医療に関する重要な

情報を担当部署に一元化すると

ともに、関係部署で共有するこ

とによって、患者に対してより

安全で質の高い効果的な医療を

提供すること。 

 

(2) 情報の一元化と共有 

医事課において診療情報や医

事情報など一元管理し、迅速かつ

適切な分析によって作成する速

報資料や分析レポート等により、

幹部職員をはじめ院内への情報

提供と共有を行います。 

また、医事課は、効率的な病床

管理が行えるよう、ＤＰＣ（診断

群分類別包括評価）情報を元に、

入院期間等の情報を「入退院支援

センター」に提供します。 

 

(2) 情報の一元化と共有 

より安全で効果的な医療を提

供するため、医療情報や現場運

営情報の一元化を図るとともに

関係部署で情報の共有化を進め

ること。 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 情報の一元化と共有 

医事課および財務課、経営企

画課において診療情報や医事情

報、財務情報などを管理し、迅

速かつ適切な分析によって作成

する速報資料や分析レポート等

により、幹部職員をはじめ院内

への情報提供と共有を行いま

す。 

ＤＰＣ等の診療情報を元に、

入院期間の状況をベッドコント

ロール部門に提供する他、厚労

省等が公開しているデータを比

較・分析することによって、標

準医療の提供に貢献します。 

 

６  医療の質の向上 

 

(1) 継続的な取組による質の向上 

医療職等は専門学会や研究会

に積極的に参加し自己研鑚に努

めるとともに、高度専門医療の

知識と技術の習得に努力するこ

と。 

また、各種専門の教育研修病

院としての資格や高度専門医療

実施病院として必要な施設基準

を取得すること。 

診療情報の分析や評価指標の

活用などによる医療の質の向上

に努めること。 

６ 医療の質の向上 

 

(1)継続的な取組による質の向上 

職員が意欲をもって専門性の

高い知識及び技術を習得できる

よう、学術や研究にかかる活動を

支援します。 

また、新たな高度専門医療の施

設基準の取得に努めます。 

有用なクリニカル・インディケ

ーター（臨床指標）を設定し、評

価、分析して医療の質の改善につ

なげます。 

クリニカルパス推進委員会で

の検討や部門間の連携を推進し、

６  医療の質の向上 

 

(1) 医療安全や感染防止対策の徹

底 

医療事故や院内感染に関し

て、情報収集や分析を行い、予

防や再発防止等の対策を徹底す

ること。また、あかし医療安全

ネットワークの活動を通じて、

他病院の取組を参考にするな

ど、安全な医療の推進を図るこ

と。 

６  医療の質の向上 

 

(1) 医療安全や感染防止対策の

徹底 

医療安全管理委員会・院内感

染対策委員会において、医療事

故や院内感染などに関する情報

収集と原因分析を行い、その情

報を共有することによって予防

と再発防止に取り組みます。 

医薬品に関連するインシデン

トを減らすため、薬剤管理業務

の充実に取り組みます。全病棟、

手術室、入退院支援センター、

外来化学療法室、腎・透析セン
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 クリニカルパスの評価、改善、拡

充を行います。 

あらゆる機会を通じて、医療の

品質改善及び向上の努力を続け

ます。 

 

＜関連指標＞ 

・ パス数 

【目標値】 

・ パス適用率 

 
 

ター等に薬剤師を配置すること

で、多職種とのハブとなり、医

療安全管理に寄与します。 

また、全職員を対象に医療安

全ならびに感染対策に関する教

育を各階層において展開し、院

内の医療安全風土の醸成を進め

ます。 

さらに、市民病院地域の中核

病院として、あかし医療安全ネ

ットワークでの活動や感染防止

対策においてもおける他の医療

機関や保健所等の関連機関との

連携しをけん引するなど、地域

における医療安全風土の醸成に

取り組みます。 

 

(2) 医療安全や院内感染防止対策

の徹底 

患者に安全安心な医療を提供

するため、医療安全管理部門の

機能をさらに強化するととも

に、医療事故や院内感染に関す

る情報収集と分析を行い、医療

事故等の予防、再発防止対策の

徹底を図ること。 

 

 

(2) 医療安全や院内感染防止対

策の徹底 

医療安全管理委員会・院内感染

対策委員会において、医療事故や

院内感染などに関する情報収集

と原因分析を行い、その情報を共

有します。また、院内巡回や流行

性感染症の動向把握などにより、

防止対策を徹底します。 

院内感染を確実に防止するた

め、ＩＣＴ（院内感染対策チーム）

の活動を充実させます。 

(2) 質の向上のための取組の強化 

医療の質や患者サービスの向

上を図るため、ＴＱＭ活動のさ

らなる推進等に取り組むととも

に、職員は自己研鑽に努め、必

要な知識や技術の習得を図るこ

と。 

また、各種専門の教育研修病

院としての資格や高度専門医療

実施病院として必要な施設基準

を取得すること。 

(2) 質の向上のための取組の強

化 

医療の質や患者サービスの向

上を図るため、ＴＱＭ活動のさ

らなる推進に取り組みます。電

子カルテシステムのリプレイス

も視野に入れ、院内のシステム

やプロセスの再検討を行うな

ど、質の向上と効率化を図りま

す。 

また、ＩＳＯ９００１につい

て、認証継続をめざし、内部監

査や質マネジメントシステム構

築に取り組み、ＰＤＣＡサイク

ルを回し続けます。また、医療

の質の向上の観点からもＢＳＣ

を活用し、ＱＣ活動の定着を図
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ります。 

クリニカルパス推進委員会に

おいて、パス大会を開催し、診

療科や部門における診療の標準

化にかかる取組について情報共

有し、診療の質の改善につなげ

ます。 

職員が意欲をもって専門性の

高い知識及び技術を習得できる

よう、学術や研究にかかる活動

を引き続き支援します。 

また、新たな高度専門医療の

施設基準の取得に努めます。 

 

(3) コンプライアンス（法令・行

動規範の遵守）の強化 

医療法をはじめとする関係法

令を遵守するとともに、個人情

報の保護や情報公開には適切な

対応を行うなど、行動規範の遵

守と倫理の強化を図ること。 

(3) コンプライアンス（法令・行

動規範の遵守）の徹底 

関係法令や内部規定を遵守す

るとともに、内部統制を確実に実

施します。定期的に職員研修を実

施するなど、行動規範の遵守と医

療倫理の実践に努めます。 

個人情報保護や情報公開に関

しては、明石市個人情報保護条例

及び明石市情報公開条例に準じ

て適切に行います。 

 

(3) コンプライアンス（法令・行

動規範の遵守）の強化 

高い倫理観のもとで医療行為

が行われるよう、医療法をはじ

めとする関係法令等や行動規範

を遵守すること。また、個人情

報の保護や情報公開には適切に

対応すること。  

 

(3) コンプライアンス（法令・行

動規範の遵守）の強化 

関係法令や内部規定を遵守す

るとともに、定期的に職員研修

を実施するなど、行動規範の遵

守と医療倫理の実践に努めま

す。 

個人情報保護や情報公開に関

しては、明石市個人情報保護条

例及び明石市情報公開条例に準

じて適切に行います。 

平成３０年度に運用を開始し

た内部通報制度の他、内部統制

システムにおいて必要な制度の

整備に取り組みます。 
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第３ 業務運営の改善及び効率化

に関する事項 

 

 

１  医療職が集まり成長する人材

マネジメント 

 

(1) 必要な医療職の確保 

医療水準を向上させるため、

迅速かつ柔軟な採用活動により

優秀な医療職の人材確保に努め

ること。特に、優れた診療技術

や診療に係る高度で豊富な知識

を持つ医師の確保を図ること。 

また、本来業務に専念できる

体制や働きやすい環境の整備を

図ること。 

 

 

第３ 業務運営の改善及び効率化

に関する目標を達成するためと

るべき措置 

 

１ 医療職が集まり成長する人材

マネジメント 

 

(1)  必要な医療職の確保 

ア 医師の採用において、高度

な医療技術を有し診療機能

の向上に直結する人材 を

早期に確保します。平成 28

年度中に消化器内科医、平成

30 年度までに外科医、耳鼻咽

喉科医の確保をめざすほか、

整形外科医や呼吸器内科医

など体制の充実を図ります。

また、医師不足が顕著な領域

である麻酔科医の体制維持

に対応します。 

イ 質の高い看護を提供する

ため、知識や技術の向上に積

極的に取り組み、幅広い視野

をもってチーム医療に貢献

できる、優秀な看護師の確保

に努めます。 

ウ 業務の整理、再編、役割分

担の見直しなど効率性を高

める業務改善の実施や雇用

形態の多様化の拡充など、働

きやすい環境の整備に努め

るとともに、そうした取り組

みを発信し、人材を惹きつけ

る魅力につなげていきます。 

第３ 業務運営の改善及び効率化

に関する事項 

 

 

１  医療職が集まり成長する人材

マネジメント 

 

(1) 必要な医療職の確保 

医療水準を向上させるため、引

き続き優秀な医療職の人材確保

に努めること。法人組織の一員と

して行動できる人材の確保に注

力すること。また、ワーク・ライ

フ・バランスに配慮した働きやす

い環境の整備を図ること。 

 

第３ 業務運営の改善及び効率

化に関する目標を達成するため

とるべき措置 

 

１ 医療職が集まり成長する人

材マネジメント 

 

(1) 必要な医療職の確保 

ア 法人の目指す方向性を理

解し、目的を共有し行動で

きる人材を確保します。 

 

イ 地域や市民にとって必要

な医療を確実に提供してい

くため、優れた診療技術を

有する医師を確保します。 

大学医局との密接な連携

の他、広く人材を外部に求

め、診療体制の充実を図りま

す。 

 

ウ 看護部が取り組んでいる

「内部環境改善プロジェク

ト」と「新人支援プロジェ

クト」の活動を活性化させ、

質の高い看護を安定的に提

供するための人材の育成と

確保に努めます。 

 

エ チーム医療をはじめ診療

面における役割の重要性が

増す医療技術職について、

高い専門性とコミュニケー

ション能力等を有する人材
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【目標値】 

・ 常勤医師数 

 

の確保、育成に努めます。 

 

オ 医師や看護師が本来業務

に専念できるよう、医師事

務作業補助者や病棟クラー

ク等の体制の整備、充実を

図ります。 

また、医師が自宅で遠隔画

像診断を行うといった在宅

勤務制度などの勤務環境の

整備や年次休暇の計画的な

取得への配慮などワーク・ラ

イフ・バランスの確保を推進

します。 

 

  【目標値】 

  ・医師数 

  ・看護師数 

 

(2) 魅力ある人材育成システム  

医学生をはじめとする研修

生、実習生に対する教育や研修

体制の充実、医療従事者の育成

に努めること。 

また、各職務に関連する専門

資格の取得など、専門性や医療

技術の向上のための支援体制の

充実を推進すること。 

 

 

(2) 魅力ある人材育成システム 

専門医資格を有する中堅医師

の配置を強化するとともに、初

期医師臨床研修、後期専門臨床

研修ともにプログラムの改善及

び充実等により、若手医師にと

って魅力ある育成に重点を置い

たシステムを確立します。 

医師や看護師、コメディカル

の専門資格の取得や技術向上の

研鑽等を支援するとともに、専

門資格や技術習得を活かして活

躍できる環境の整備や機会の提

供等を図ります。 

ＩＣＬＳ（心停止蘇生トレー

(2) 魅力ある人材育成システム  

職員の専門性や医療技術の向

上のため、職務に関連する専門

資格の取得などの支援の充実を

図ること。 

また、医学生をはじめとする

研修生、実習生に対する教育や

研修体制の充実、医療従事者の

育成に継続的に取り組むこと。 

(2) 魅力ある人材育成システム  

医師や看護師、その他コメデ

ィカルの専門資格の取得や技

術向上のための研鑽等を支援

するとともに、専門資格や技術

習得を活かして活躍できる環

境の整備や機会の提供等を図

ります。 

ＩＣＬＳ（心停止蘇生トレー

ニング）研修の開催など、救急

にかかる医療技術のさらなる

向上を図ります。 

初期医師臨床研修、後期専門

臨床研修ともにプログラムの

改善及び充実等を図り、若手医
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ニング）研修の開催など、救急

にかかる医療技術のさらなる向

上を図ります。 

全職員を対象に、当院の果た

すべき役割である総合的医療、

チーム医療の推進に必要な知識

の習得と意識の向上を図るた

め、医療制度や保険制度など必

要な研修を実施します。また、

階層別の各種研修や、職場マネ

ジメント等にかかる管理職研修

を実施します。 

 

師にとって魅力ある、育成に重

点を置いたシステムを確立し

ます。 

また、看護師については管理

者育成プログラムの策定とク

リニカルラダーの運用と改善

を行い、チームの一員としての

役割を果たせる優秀な人材の

育成に努めます。 

  

２  経営管理機能の充実 

 

(1) 役員の責務  

全職員が一丸となって、持続

可能な経営を目指して市民病院

が提供すべき医療機能の充実と

収支改善の両立に向けて最大限

努力できる体制を整備するこ

と。 

全役員が経営に関する情報を

共有しながら、広い視野で病院

経営にあたること。 

 

 

２ 経営管理機能の充実 

 

(1) 役員の責務 

市民病院が、求められる役割

を発揮しつつ、持続可能な安定

した経営基盤を築くために、理

事長はもとより役員一人ひとり

が経営陣の一員としての自覚を

もち、部門の長を脱却して病院

経営者の立場から積極的に発言

し、行動します。そして、理事

長のリーダーシップのもと、理

事会はチームとしてトップマネ

ジメント機能を発揮します。 

２  経営管理機能の充実 

 

(1) 役員の責務  

理事長をはじめ全役員は、内

部統制の運用により組織の統括

と指揮を行い、法人業務の適正

な執行の徹底を図ること。 

また、全役員は経営情報を共

有し、経営環境を的確に見極め、

効果的な戦略をもって病院経営

を牽引すること。 

 

２  経営管理機能の充実 

 

(1) 役員の責務  

すべての役員は、組織を統制

し業務を適正に執行するため、

内部統制の体制を整備し、確実

な運用に努めます。 

また、役員は、理事長を補佐

するとともに、自らの経営力を

向上させ経営陣の一員として

主体的に行動していくため、組

織管理や経営戦略等をテーマ

としたセミナー・勉強会への参

加や、大学（院）での医療経営

プログラムの受講（ＭＢＡ取

得、科目履修等）など積極的に

自己研鑽に努めます。 

理事会等においては、共有す

る経営情報から課題の抽出、戦

略の検討等を迅速かつ的確に

行うなど責任ある発言と行動
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をもってトップマネジメント

を実践します。 

 

(2) 管理運営体制の強化 

組織の目標を確実に達成する

ため、各部門の責任と権限を明

確にし、情報共有の徹底、意思

決定の迅速化など、管理運営体

制を強化すること。 

医療職を含む中間管理職がマ

ネジメント能力を発揮するよう

努力すること。 

 

(2) 管理運営体制の強化 

各部門の部門長、所属長は、

理事会の決定事項を確実に推進

していく立場から、現場の課題

を明らかにし、すみやかにその

解決を図っていきます。 

また、部門ＢＳＣの数値目標

を部門長の人事評価にリンクさ

せるなど、部門長はそれぞれの

部門のトップとしての自覚をも

ち、責任と権限をもって部門の

マネジメントを行い、より質の

高い経営に取り組みます。 

経営管理本部は、組織横断的

な調整をはじめ、各部門と連携

しながら病院全体にかかる調整

機能をもって方針管理を徹底し

ます。 

(2) 管理運営体制の充実 

各部門の責任と権限を明確に

し、医療職を含む中間管理職がマ

ネジメント能力を発揮できるよ

う努力すること。管理運営体制の

充実に向け、引き続きＢＳＣ（バ

ランスト・スコアカード）の運用

を推進すること。 

(2) 管理運営体制の充実 

各部門の部門長、所属長は、理

事会の決定事項を確実に推進し

ていく立場から、現場の課題を明

らかにし、すみやかにその解決を

図っていきます。 

特に診療科長は、医師派遣にお

ける医局とのパイプ役を担って

おり、診療科のトップとして自ら

の科の体制の維持、充実にかかる

マネジメントを実践します。 

また、ＢＳＣの運用により病院

のミッション・ビジョン・戦略目

標を各部門に落とし込むことで、

経営方針の浸透と実践の徹底を

図ります。 

さらに、部門ＢＳＣの数値目標

を部門長の人事評価にリンクさ

せるなど、部門長はそれぞれの部

門のトップとしての自覚をもち、

責任と権限をもって部門のマネ

ジメントを行い、より質の高い経

営に取り組みます。 

 

(3) 事務職の役割の明確化と専門

性の向上 

事務職の役割を明確にして、

役割に応じた権限を持たせ、病

院経営全般についてより推進で

きる体制づくりを行うこと。 

専門性の向上を図るととも

(3) 事務職の役割の明確化と専

門性の向上 

人事や契約など管理部門を中

心に改革が求められるなか、経

営マネジメントの中心的な役割

を果たす管理監督職など、知識

と経験を有する人材を採用し、

(3) 事務職の育成の推進 

高い専門性と組織横断的な

活動力を備えた職員及び事務

系幹部職員の計画的な育成に

取り組むこと。 

 

(3) 事務職の育成の推進 

事務職員としての資質の向上

を図るため、各種の研修やセミナ

ー等への積極的な参加や他病院

への視察等により、所属する課の

業務に精通するとともに、業務の

標準化等を踏まえた必要な改善
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に、総合的な視点で組織の横断

的役割を担う職員の育成に努め

ること。 

 

市からの派遣職員と置き換えま

す。 

また、ジョブローテーション

や専門研修、他病院への派遣研

修などにより、計画的な職員の

育成、専門性の向上を図ります。 

 

提案を行います。 

また、病院の事務職員は医事部

門のみならず管理部門であって

も、医療職との円滑な関係性の構

築や担当業務をより理解する等

の観点から医療分野の基礎的な

知識を習得するとともに、事務全

体の業務の流れを理解しておく

必要があります。 

そのために、自己研鑽はもとよ

り、ジョブローテーションによる

計画的な人事異動や部内におけ

る２～３か月の期間限定の人事

交流、１～2週間かけて業務内容

のレクチャーを受ける他課体験

研修などに取り組みます。 

さらに、プレイングマネジャ

ーである中間管理職について

は、マネジメント能力や調整力

などを習得できるよう、平素か

ら組織マネジメントを意識させ

る指導を行うほか、他病院の視

察や経営力を養う外部研修の受

講を促すなど、支援を図ります。 

 

３  構造改革の推進 

 

(1) 組織風土の改革  

地方独立行政法人にふさわし

い組織にするため、希薄なコス

ト意識や前例踏襲主義など、独

法以前の体質からの脱却を図る

ための職員の意識改革を進める

こと。 

３ 構造改革の推進 

 

(1) 組織風土の改革 

地方独立行政法人の組織のあ

り方として、プロパー職員が市

派遣職員のサポートを受けつ

つ、さらには自立して事務部門

を主導していくことが必要であ

り、そのために、職員の意識改

３  構造改革の推進 

 

(1) 組織風土の改革 

法人の目標達成に向け、職員

一人ひとりが日々の業務や組織

に内包する課題に対して問題意

識を高く持ち、業務改善やコス

トの削減など、率先して行動で

きるよう、職員の意識改革を推

３  構造改革の推進 

 

(1) 組織風土の改革 

プロパー職員主導へと組織改

革が進んだ事務部門をはじめと

して、法人にふさわしい文化、

風土の醸成へと職員の意識改革

をさらに進めます。 

職員の問題意識を具体的な解
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 革をさらに進めます。 

旧態依然たる意識を徹底的に

改革するため、講演会やセミナ

ーのほか、ワールドカフェ（少

人数のグループがテーマに集中

して対話することで相互理解を

深める話し合いの手法）の開催

などに取り組みます。 

 

進すること。 決思考へと導けるよう、ＢＳＣ

を活用して問題解決の手順を考

察するＱＣ活動の発表会の充実

に取り組みます。また、リニュ

ーアルするデジタルサイネージ

を活用するなど院内における全

職員に対する経営情報の周知を

徹底し、コスト意識ひいては経

営参画意識の醸成に努めます。 

ＢＳＣの運用についても、病

院全体の目標を出発点として各

部門に落とし込んでいく際の技

法や留意点等の認識を徹底し、

ＢＳＣの本来目的であるベクト

ルの一致、帰属意識の向上に取

り組みます。 

 

(2) 人事給与制度の整備  

職員の能力や成果を的確に反

映し、モチベーション向上や人

材育成につながる公正で客観的

な人事評価制度の運用を行うこ

と。 

また、社会情勢に適合し健全

な経営につながる新しい給与制

度の整備、運用を図ること。各

部門における定員や業務内容の

見直しを行い、業務の効率化を

図ること。 

 

(2)  人事給与制度の整備 

平成28年度から人事評価制度

を導入し、職員の能力、業績、

職責等を公正に評価し、職員の

モチベーションの向上や人材育

成、組織の活性化に取り組みま

す。 

また、新たな給与制度につい

ても平成 28 年度から導入しま

す。給料表を抜本的に見直して

人事評価制度と連動した給与制

度とするほか、公立病院以外を

踏まえた給与水準の設計など、

人件費の適正化を図ります。 

 

【目標値】 

(2) 人事評価制度の運用 

人材育成や職員のモチベーシ

ョンの向上、組織の活性化につ

ながる公正で客観的な人事評価

制度の運用を行うこと。 

(2) 人事評価制度の運用 

制度を運用するなかで明らか

になる課題を改善しながら、職

員の能力、業績、職責等を公正

に評価し、職員のモチベーショ

ンの向上や人材育成、組織の活

性化に取り組みます。 
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・ 人件費対医業収益比率 

 

(3) 購買・契約制度の改変 

購買方法及び契約方法の見直

しを行い、多様な手法の中から

効率的な購買･契約システムと

その推進体制を構築すること。

経費削減を図るため委託業務の

内容の見直しを行うこと。 

 

 

(3)  購買・契約制度の改変 

診療材料等の調達に係るベン

チマークを活用した価格交渉の

推進、契約方法や委託業務の見

直し等を行います。 

また、平成 28 年度に契約事務

経験者を採用するほか、セミナ

ーへの参加等による担当職員の

スキルアップを図るなど、交渉

力の強化に努めます。 

 

【目標値】 

・ 材料費対医業収益比率 

・ 経費対医業収益比率 

 
 

(3)  購買・契約制度の改変 

 

(3)  購買・契約制度の改変 

 

  (3) 労働生産性の向上  

適正な人員配置のもと、職員

一人ひとりが業務のさらなる効

率化を図り、労働生産性の向上

に努めること。 

(3) 労働生産性の向上  

円滑な業務運営や患者サー

ビスの改善、職員のモチベーシ

ョンの向上等の観点から労働

生産性の向上に努めます。 

ＩＳＯの取組を通じて、業務

の標準化や手順化等を行い業

務効率を高める他、業務の効率

化や生産性の向上に関する職

員研修の実施等に取り組みま

す。 

また、国の提唱する働き方改

革の流れのなかで、こうした取

組の結果を長時間労働の抑制

等につなげます。 

 



24 

第４ 財務内容の改善に関する事項  

 

１ 業績管理の徹底 

 

(1) 診療実績の向上による収入の

確保  

引き続き診療体制の充実を図

り、病床利用率や診療単価の向

上による増収に努めること。診

療報酬請求等の的確な対応や未

収金対策で収入の確保に努める

こと。 

また、診療報酬改定や健康保

険法等の改正には迅速に対応

し、収益の改善を図ること。 

 

 

第４ 財務内容の改善に関する目

標を達成するためとるべき措置 

１ 業績管理の徹底 

 

(1) 診療実績の向上による収入

の確保 

地域の医療機関との連携強化

や救急診療体制の強化などによ

り、入院患者数の増加に努めま

す。 

また、ＤＰＣを踏まえた在院

日数の適正化や重症患者の受入

比率の向上などにより、診療単

価の向上に努めます。 

さらに、診療報酬の徹底した

分析や改定への迅速かつ的確な

対応、施設基準の取得など、継

続的に安定した収入の確保を図

ります。 
 

 

 

【目標値】 

・ 1 日平均入院患者数 
・ 入院診療単価（一般病棟） 

・ 新入院患者数 

・ 1 日平均外来患者数 
・ 外来診療単価 

・ 病床稼働率 

 

第４ 財務内容の改善に関する事

項 

１ 業績管理の徹底 

 

(1) 診療実績の向上による収入の

確保  

病床稼働率及び診療単価の向

上に努め、さらなる増収を目指

すこと。また、診療報酬改定や

健康保険法等の改正には迅速に

対応し、収益の改善を図ること。 

第４ 財務内容の改善に関する目

標を達成するためとるべき措置 

１ 業績管理の徹底 

 

(1) 診療実績の向上による収入

の確保  

地域の医療機関との連携強

化や救急診療体制の維持・充実

などに引き続き取り組み、入院

患者数の増加に努めます。 

また、入退院支援の充実を図

り、ＤＰＣを踏まえた在院日数

の適正化に取り組む他、重症患

者の受入比率の向上により診

療単価の向上に努めます。 

さらに、診療報酬の徹底した

分析や改定への迅速かつ的確

な対応、施設基準の取得など、

継続的に安定した収入の確保

を図ります。 

未収金について、現状の課題

を洗い出し、改善を図るなど発

生防止に取り組むとともに、回

収困難な事例に対しては、弁護

士法人への管理回収業務委託

を継続して実施するなど、早期

回収に取り組みます。 

 

  【目標値】 

  ・1日平均入院患者数 

  ・病床稼働率 

  ・入院診療単価（急性期病棟） 

        （回復期リハ） 

  ・新入院患者数 
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  ・1 日平均外来患者数 

  ・外来診療単価 

 

(2) 支出管理などによる経費削減  

人件費や経費等について、具

体的な数値目標を設定し、その

達成を図るための様々な取組

を進め、経費等削減を徹底する

こと。 

原価計算等を活用するなど

経費支出の適切なコントロー

ルを強化すること。 

 

 

(2)支出管理などによる経費削減 

給与費比率や材料費比率、経費

比率などの経営指標を経営管理

本部において定期的に分析し、費

用の削減等について改善提案を

行います。また、資金の動きを経

理担当部署が日々確認するとと

もに、収支予測に基づき支出をコ

ントロールするなど、状況に見合

った対応を行います。 

診療科別や部門別などの原価

計算を活用して、収支の改善や不

採算医療の費用算定に役立てま

す。 

 

(2) 支出管理などによる経費削減 

材料費や人件費、経費など主

要な費用について具体的な数値

目標を設定し、その達成を図る

ための取組を進め、引き続き効

率的な支出管理に努めること。 

(2) 支出管理などによる経費削減 

給与費比率や材料費比率、経

費比率などの経営指標を経営管

理本部において定期的に分析す

るとともに、収支予測に基づき

支出をコントロールするなど、

状況に見合った対応を行いま

す。 

費用の削減について、物流管

理システム（ＳＰＤ）による医

療材料等の適正管理やベンチマ

ークの活用による価格交渉の継

続実施等により医療材料および

薬品費の支出抑制に取り組みま

す。 

委託費については委託業務内

容の精査を行うとともに、多様

な契約手法の活用や競争原理の

徹底を図ります。 

人件費については医療の質や

安全面の確保等に配慮の上、業

務内容や業務量に応じて適正な

人員配置を行います。また、時

間外勤務の適正化を図るととも

に、職員数に見合った収益を確

保することで、人件費の適正化

を図ります。 

  

 【目標値】 

 ・材料費対医業収益比率 

 ・経費対医業収益比率 
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 ・人件費対医業収益比率 

  

  (3) 原価計算の活用  

診療科別・部門別等の原価計

算を活用し、業務改善に努める

こと。市が支出する運営費負担

金に基づく不採算医療や政策医

療等についてもその経費を精査

すること。  

 

 

(3) 原価計算の活用  

診療科別や部門別などの原価

計算を活用して、収支の改善や

不採算医療の費用算定に役立て

ます。 

 

２ 安定した経営基盤の確立 

 

(1) 経常収支の改善  

中期目標期間内において、す

みやかに累計経常収支の黒字

化を図ることはもちろんのこ

と、将来にわたり持続可能な病

院経営ができるように資金ベ

ースも見込んだ黒字額を確保

すること。 

また、公的な医療機関として不採

算医療や政策医療などを担って

いるため、能率的な経営を行っ

てもなお、客観的に独立採算が

困難な経費については、運営費

負担金として国及び市から費用

を支出することとなる。したが

って、市民が納得できるよう、

当該負担金については内容を明

らかにした上で、適切に中期計

画へ反映すること。 

２ 安定した経営基盤の確立 

 

(1) 経常収支の改善 

医療を取り巻く環境の変化に

対応しつつ、戦略的な病院経営を

行い、単年度収支及び中期計画期

間中の累計経常収支の黒字化、並

びに資金の黒字額を確保し、経営

の安定を図ります。 

市からの運営費負担金の交付

のもとで不採算医療や政策医療

を含めた市民病院としての役割

をしっかり果たすとともに、増収

対策や費用の削減をもって安定

した経営基盤を確立し、運営費負

担金のうち総務省に示された基

準以外の市独自負担分について

段階的な削減を図り、より自立し

た経営の実現に努めます。 

 

【目標値】 

・ 経常収支比率 

２ 安定した経営基盤の確立 

 

(1) 収支の改善  

持続可能な病院経営ができる

よう、また、将来の投資が可能

となるよう、中期目標期間を通

じて経常収支・資金収支の黒字

を目指し、経営基盤の安定のた

め自己財源の確保に取り組むこ

と。  

 

２ 安定した経営基盤の確立 

 

(1) 収支の改善  

 市民病院としての役割を将来

に亘って継続的に担うことがで

きるよう、また将来に向けての投

資が可能となるよう、戦略的な病

院経営を行い、中期計画期間を通

して経常収支・資金収支の黒字を

目指します。 

市からの運営費負担金の交付

のもとで不採算医療や政策医療

を含めた市民病院としての役割

を継続して果たすとともに、増収

対策や費用の削減をもって安定

した経営基盤を確立し、運営費負

担金のうち総務省に示された基

準以外の市独自負担分について

段階的な削減を図り、より自立し

た経営の実現に努めます。 

 

【目標値】 

 ・経常収支比率 
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・ 医業収支比率 

・ 医業収益 

・ 入院収益 
・ 外来収益 

・ 資金期末残高 

 ・医業収支比率 

 ・医業収益 

 ・入院収益 

 ・外来収益 

 ・資金期末残高 

 

(2) 資金収支の改善と計画的な

投資  

医療機器の購入や設備投資

には、地域の医療状況や市民ニ

ーズを踏まえながら採算性を

検討するとともに、購入や投資

後の投資効果の検証を実施す

ること。 

また、病院建替など将来の設

備投資に備えた財源の確保に

努めること。 

(2) 資金収支の改善と計画的な

投資 

医療機器の購入は、医療需要

の変化や医療政策の動向等を踏

まえつつ、必要性や採算性を十

分に検討するとともに、その効

果を検証します。 

また、病院の建替など将来の

設備投資を踏まえた総合的な投

資計画を策定し、計画的な自己

財源の確保に努めます。 

 

(2) 計画的な投資 

整備方針について市と十分

な連携を図りながら、地域医療

構想を踏まえつつ、建替を含め

た投資計画を策定し、計画的な

投資を行うこと。病院機能を保

持するための改修や医療機器

などの購入・投資にあたって

は、必要性や採算性を検討のも

と計画的に実施し、投資効果を

検証すること。 

(2) 計画的な投資 

老朽化が進む病院施設につい

て、医療環境の変化に伴う狭隘化

の解消や病院機能の向上を図る

ため、地域医療構想を踏まえ市と

十分に連携しつつ、整備計画を検

討します。また、制度上の財源措

置や借入返済の負担割合等を鑑

みながら内部留保資金のあり方

を見通すなど、建替を含めた投資

計画の策定に取り組みます。 

病院機能維持のための改修や

医療機器の購入にあたっては、必

要性や採算性を十分に検討する

とともに、その効果を検証しま

す。  


